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会 社 名    株式会社アイ・オー・データ機器     登録銘柄 
コード番号     6916                  本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.iodata.jp）              石川県 
代  表  者   役  職  名  代表取締役 
          氏    名  細野 昭雄 
問い合わせ先  責任者役職名  総務部長IR担当 
          氏    名  山森 光久     ＴＥＬ（076）260－3377 
決算取締役会開催日  平成16年8月20日 
親会社名      （コード番号：    ）     親会社における当社の株式保有比率  ％ 
米国会計基準採用の有無    無 
 
１．16年6月期の連結業績（平成15年7月1日～平成16年6月30日） 
(1) 連結経営成績 
 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16年6月期 72,870 12.1  1,491 △8.0  1,565 △2.3  
15年6月期 65,029  15.6  1,620 ―  1,602 ― 
 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
16年6月期 749 △37.3 50.27 ― 3.7 4.7 2.1 
15年6月期 1,195 ― 80.59 ― 6.2 5.1 2.5 
(注)①持分法投資損益      16年6月期  26 百万円     15年6月期   △24 百万円 
②期中平均株式数（連結）  16年6月期 14,692,003 株     15年6月期 14,692,932 株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 連結財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 

16年6月期 35,721 20,260 56.7 1,378.27 
15年6月期 31,378 19,746 62.9 1,343.24 
(注)期末発行済株式数（連結）  16年6月期 14,691,766 株    15年6月期 14,692,346 株 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16年6月期 △1,046 △505 1,801 5,913 
15年6月期 5,128 △505 △1,644 5,720 
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   3社   持分法適用非連結子会社数  ― 社   持分法適用関連会社数   2社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   1社   (除外)  ― 社    持分法 (新規)  ― 社   (除外)   1社 
 
２．17年6月期の連結業績予想（平成16年7月1日～平成17年6月30日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 
中間期 36,300 431 276 
通  期 76,800 1,665 1,020 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 69円 43銭 

  

業績予想の前提となる仮定及び業績予想の御利用にあたっての注意事項につきましては添付資料の4ページ 

を参照して下さい。 
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1．企業集団の状況 
 

 当企業グループは、当社、子会社 3社及び関連会社 2 社により構成されており、コンピュータ周辺機器

の開発、製造、販売等の事業活動を展開しております。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 
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    (注)1. ＊は持分法適用会社です。 

      2. 当中間連結会計期間まで、持分法適用会社でありましたI-O & YT Pte. Ltd.は、当社の支配力が増したため、 

        平成 16年 1月 1日より子会社となっております。 
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子会社 

國際艾歐資訊股 有限公司 

関連会社 ＊ 

 クリエイティブ・メディア株式会社 

子会社 

艾歐資訊横山(香港)有限公司 

子会社  

I-O  &  YT  Pte. Ltd. 

関連会社 ＊ 

I-O  DATA  DEVICE  USA, INC. 
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2．経営方針 

 

（1） 会社経営の基本方針 

 当企業グループは、技術革新の激しいＩＴ業界において常に業界をリードするリーディングカンパ

ニーとしての自覚をもち、「時代の一歩先行く技術力」、「市場を半歩先取りする独創的な商品作り」と

いう創業以来から変わることなく培ってきた精神で情報社会に貢献することを経営理念として掲げて

おります。 

 また、今後も続くと思われる激しい市場競争の中で、「選択と集中」をスローガンに、スピードある

経営判断と環境にタイムリーに適応する組織作りで「お客様」にとって付加価値の高い製品を、妥協

許すことなく市場に提供し続けていくことを経営の最優先課題として取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

 

（2） 利益配分に関する基本方針 

 当企業グループは、株式公開時より株主各位に対する利益還元を経営の最重要課題として認識して

おり、企業業績に裏付けされた成果の配分を適正に行うことを基本方針としております。また一方で、

企業の体質強化を図るべく内部留保にも目を向け、当企業グループを取り巻く業界において急速な技

術革新にも即応し、新技術の習得に努めるほか、会社競争力をつけるための設備投資にも活用してま

いります。 

 

（3） 中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

 当企業グループにおいて「選択と集中」、「創造と挑戦」というキーワードをテーマに全社で進めて

きた中期経営計画は、 

①「業界において当社独自の付加価値創造企業を目指す」 

②「きめ細やかな営業展開と戦略的な営業活動を積極的に推進する」 

③「全社的に経費削減の見直しを徹底し、利益率の改善を図る」 

④「全社に品質管理活動、環境保全活動、法令遵守活動を啓蒙する」 

⑤「社内インフラ設備を目的とした新基幹システムを導入し効率性を全社に浸透させる」 

 といった「収益性」、「成長性」、「健全性」、「効率性」の 4 つの視点から、さらなる成長を目指して

積極的に経営戦略を推進してまいります。 

 

（4） コーポレートガバナンス（企業統治）に関する基本的な考え方 

 当社では、経営の透明性や健全性の向上とアカウンタビリティ（説明責任）を明確にするため、コ

ーポレートガバナンスの強化に努めながら、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築する

ことを重要な位置付と考えております。 

 

（5） コーポレートガバナンス（企業統治）に関する施策の状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

・委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別 

   監査役制度を採用しております。 

・社外取締役、社外監査役の選任の状況 

   社外取締役はおりません。監査役は 4 名で構成されておりますが全員が社外監査役であり、そ

のうち 3名が非常勤であります。 

・社外役員の専従スタッフの配置状況  

   特定しておりませんが、適宜関係部署で対応しております。 

・各種委員会の概要 

   企業倫理とコンプライアンスの徹底を図るため、当社企業グループ従業員を対象とする「アイ・

オー・データ機器企業グループ従業員行動指針」を制定するとともに、コンプライアンス委員会を

近日中に立ち上げる予定です。 
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・業務執行・監視の仕組み 

   毎月開催の定例取締会において経営に関する全般的重要事項を協議・決定し、また毎週取締役

に加え部長以上で開催する経営会議において業務・執行を協議・決定しております。それ以外に取

締役間で随時、会議、打合せを行ない、取締役相互の業務執行・監視を行っております。 

・内部統制の仕組み 

   会社における不祥事等のリスク発生を未然に防止するための内部統制システムとして社長直下

の内部監査室が内部監査を実施しており、まだ準備委員会の形式での活動ですが近日中に「コンプ

ライアンス委員会」が全社リスクマネジメントを推進し、総務部及び法務・知的財産部がリスク情

報を収集しております。 

・会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

   社外取締役はおりません。社外監査役については、監査役全員が社外監査役であり当社との取

引等の利害関係はありません。 

・会社のコーポレートガバナンスの充実に向けた取組みの最近 1年間における実施状況 

   平成 16 年７月に発足させた「コンプライアンス準備委員会」（９月に正式委員会発足）を中心

に全社リスクマネジメントの推進を図っております。 

 

 

 

3．経営成績及び財政状態 
 

（1） 営業の経過及び成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、中国を中心としたアジアや米国向けの輸出が堅調に拡大を

続けたことにより国内の設備投資等に持ち直しが見られ、また人件費削減を目的とした企業のリスト

ラも一段落したことから、企業の株価や収益にも好転が見られ、景気は穏やかながら回復に向けて堅

調に推移しました。一方で、賃金は依然として弱含みで推移しており、個人消費の伸びは相変わらず

低調であることから、全体として停滞感は完全には払拭されておりません。 

 当企業グループを取り巻くパソコン業界におきましては、法人向け市場を中心に需要マインドが高

まり、ＪＥＩＴＡ（社団法人電子情報技術産業協会）が平成 16年 7月に発表した内容によれば平成 15

年 7 月より平成 16 年 6 月までのパソコンの出荷台数が前年同期と比較して 9％近くも上回っており、

企業の経営環境が好転したことを下支えに 情報化の投資の気運が盛り上がりましたが、金額ベースで

は反対に 10％近く下落しており、市場における価格競争は厳しさを増しております。 

 このような状況のもとで、当企業グループは、個人消費においても伸び悩み傾向が続くなか、グル

ープ全社をあげて利益拡大のために、付加価値の高い製品作りや、経費抑制のための社内諸施策の推

進に力を注いでまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高 728 億 70 百万円（前期比12.1％増）とな

りました。 

 利益面につきましては第 4 四半期の 4 月頃までは、業績も好調に推移しておりましたが 5 月の連休

明け以降において、製品価格の市況（原材料の調達価格に対し店頭価格は値下がりの傾向が続く）が

悪化しました。中でも年度を通して好調を維持してきた製品の売上鈍化の影響と販促手段としての製

品価格の値下げが大きく利益に影響し、営業利益は 14億 91 百万円（前期比 8.0％減）、経常利益は 15

億 65 百万円（前期比 2.3％減）となりました。当期純利益については、長期為替予約の評価が中間期

末と比較して、若干円安にブレたこともあり、7億 49百万円（前期比 37.3％減）と平成 16 年 1 月 29

日に発表した目標は上回りましたが、前年との比較では減益となりました。 
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 当連結会計年度の営業の概況を部門別に説明いたします。 

「増設メモリボード部門」 

 パソコンの需要は、平成 15年度の第 1四半期から平成 16年度第 1四半期、5期連続して前年同期を

上回る(ＪＥＩＴＡ(社団法人電子情報技術産業協会)発表)等、企業の情報化に対する投資も本格的に回復

してきたことや、個人需要においても、年度後半の５月以降は苦戦したものの、「長時間の録画をする」、

「動画を編集する」「ＤＶＤを作成する」等メモリの増設需要があったこと、パソコンのＵＳＢポート

に差し込んでパソコンデータを簡単に保存できるＵＳＢフラッシュメモリの市場が大幅に拡大したこ

とで、増設メモリボード部門の売上高は前期比 28.7％増となりました。 

「ストレージ部門」 

 ストレージ製品については、ＣＤ－Ｒ/ＲＷ製品やＭＯ製品については、ＰＣの使用環境の様変わり

や製品単価の下落の影響で、売上、数量ともに前年を下回る等、苦戦を強いられました。しかしなが

らＨＤＤ製品は単なる大容量化だけでなく、使用方法の多様化、デザイン・機能性も向上したこと、

ＤＶＤ製品は年度後半は単価下落の影響を受けて、売上が鈍化したものの、デジタル家電の追い風を

受けて、売上・数量ともに大幅に伸長しました。その結果、ストレージ部門の売上高は前期比3.1％増

となりました。 

「液晶部門」 

 年度前半は需要環境に対し、供給状況が悪く、売上も苦戦しましたが、年度後半からは、需給バラ

ンスも良好になり、法人向けを中心に売上は好調に推移しました。その結果、液晶部門の売上高は前

期比 8.6％増となりました。 

「周辺機器部門」 

 当連結会計年度より「ＡＶをもっと自由に楽しむ」という発想で発売したＡＶｅＬ（アベル）製品

はリンクプレーヤーを中心に好調に推移しましたが、主力製品のマルチメディア、拡張ボード、ネッ

トワーク製品は全般の動向として、国内の競合他社及び台湾製品との価格競争の厳しい環境の中で苦

戦を強いられました。その結果、周辺機器部門の売上高は前期比 7.4％減となりました。 

「特注部門」 

 大手パソコンメーカーのＯＥＭ製品として販売されていたＴＶチューナーボードに代わってＵＳＢ

フラッシュメモリが売上に寄与し、前期比 112.6％増となりました。 

 「その他 」 

 取り扱い商品としてサウンドブラスターシリーズが売上に寄与し、前期比 106.9％増となりました。 

 

（2） 今後の見通し 

 今後の見通しにつきましては、世界経済は減税効果により雇用・所得環境が改善した米国や高度成

長が続く中国を中心としたアジア経済に支えられており、わが国の経済においても個人消費や為替の

動向等に先行き不透明感はあるものの、株価の回復や企業収益に改善が見られ、景気は穏やかな回復

基調で推移すると思われます。 

 このような状況のもとで、当企業グループを取り巻くパソコン業界は市況環境は厳しいながらも、

企業の情報化に対する投資は、政府のｅ-Japan 構想等に見られるように、後押しもあり今後も底固く

推移されると見込まれます。当社においても今後の市場に向けた新製品の開発に注力し、メモリ製品、

ストレージ、液晶といった主力製品は勿論のこと、今後の売上拡大の起爆剤になり得るＨＤＤ、ＤＶ

Ｄ、ＴＶチューナー付液晶等、当社のデジタル情報家電製品分野をＡＶｅＬ（アベル）ブランドとし

て、一層の販売強化、そしてブランド強化をはかって行く所存でございます。 

 

（3） 経営活動におけるリスク要因 

 今後の経営活動において変動する要因として以下のリスクを考えております 

①当社製品のライフサイクル及び陳腐化の相関について 

 パソコン周辺関連市場における技術革新の急速さは、一方で当社製品全般のライフサイクルを比較

的短いものにしています。そのため当社は保有する在庫品の陳腐化により業績が悪影響を受けるリス

クを負っています。当社は経験則と実勢をもとに半期毎に所定の評価減又は廃棄処分を行うことによ

りこのリスクに備えております。 
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②為替変動の影響において 

 当社の取扱製品は、中国を中心としたアジア地域から原材料及び半製品を仕入れる割合が多く大半

が米ドル決済となっているため、当社は仕入れに係る買掛金債務について為替リスクを有しています。

そのため、当社は為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で、デリバティブ契約を行っており

ます。しかしながらデリバティブ契約により為替相場の変動の影響を緩和することは可能であっても、

間接的な影響も含め、すべて排除することは不可能です。一方で、日本円と米ドル間の為替相場が円

安傾向となった場合、円換算した仕入れ価格が増加することになりますが、その時点のパソコン周辺

市場の環境いかんでは、係る仕入れ増加分を適正に当社の販売価格に反映出来ず、当社の業績におけ

る利益率の低下を招く可能性があります。 

 この結果、通期の連結業績の見通しとしましては、売上高は 768 億円（前年度比 5.4％増）、経常利

益は 16億 65 百万円（前年度比 6.4％増）、当期純利益10億 20 百万円（前年度比 36.1％増）を見込ん

でおります。 

 

（4） 財政状態 

  〔当期のキャッシュ・フローの状況〕 

当期における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度に比べて

1 億 92 百万円増加し、59 億 13 百万円となりました。 

当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動の結果使用した資金は 10 億 46 百万円となりました。これは税金等調整前当

期純利益が 9 億 77 百万円、仕入債務の増加 16 億 23 百万円による資金増加と、売上債

権の増加 18 億 66 百万円、棚卸資産の増加 24 億 5 百万円による資金減少によるもので

あります。 

投資活動の結果使用した資金は 5 億 5 百万円となりました。これは有形固定資産の取

得 4 億 13 百万円、投資有価証券の取得 1 億 20 百万円の支出によるものであります。 

財務活動の結果増加した資金は 18 億 1 百万円となりました。これは金融機関からの

借入金による純収入 19 億 95 百万円と配当金の支払い 1 億 92 百万円によるものであり

ます。 
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4．製品分類別連結売上高明細表 

                                       （単位：百万円） 

前連結会計年度 

自 平成 14年 7月 1 日 

至 平成 15年 6月 30 日 

当連結会計年度 

自 平成 15年 7月 1 日 

至 平成 16年 6月 30 日 

 

 

 

 金  額 構成比 金  額 構成比 

     ％     ％ 

増設メモリボード 13,280 20.4 17,093 23.5 

ス ト レ ー ジ 23,936 36.8 24,678 33.9 

液 晶 13,503 20.8 14,665 20.1 

周 辺 機 器 11,599 17.8 10,735 14.7 

特 注 製 品 1,594 2.5 3,389 4.6 

そ の 他 1,115 1.7 2,307 3.2 
     

合 計 65,029 100.0 72,870 100.0 

(注) 販売品目別分類については、近年増加傾向にある液晶を周辺機器から分離し、重要性の乏しく
なった商品をその他に含めて表示しております。なお、従来の区分による表示は以下のとおりで
あります。 

                                       （単位：百万円） 

前連結会計年度 

自 平成 14年 7月 1 日 

至 平成 15年 6月 30 日 

当連結会計年度 

自 平成 15年 7月 1 日 

至 平成 16年 6月 30 日 

 

 

 

 金  額 構成比 金  額 構成比 

     ％     ％ 

増設メモリボード 13,280 20.4 17,093 23.5 

ス ト レ ー ジ 23,936 36.8 24,678 33.9 

周 辺 機 器 25,102 38.6 25,401 34.8 

特 注 製 品 1,594 2.5 3,389 4.6 

商 品 642 1.0 932 1.3 

そ の 他 473 0.7 1,375 1.9 
     

合 計 65,029 100.0 72,870 100.0 
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5．連結財務諸表等 
（1）連結貸借対照表 

                                        （単位：百万円） 

前連結会計年度末 

（平成15年6月30日現在） 

当連結会計年度末 

（平成16年6月30日現在） 

期  別 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

比較増減(△) 

  ％  ％  

（資産の部）      

流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 5,720  5,913  192 

受取手形及び売掛金 12,486  14,635  2,149 

た な 卸 資 産 4,334  6,933  2,599 

繰 延 税 金 資 産 364  279  △85 

そ の 他 1,542  276  △1,265 

貸 倒 引 当 金 △35  △15  19 

流 動 資 産 合 計 24,413 77.8 28,022 78.4 3,609 

固 定 資 産      

有 形 固 定 資 産      

建 物 及 び 構 築 物 1,774  1,681  △93 

土 地 3,204  3,204  － 

そ の 他 339  390  51 

有形固定資産合計 5,318 17.0 5,276 14.8 △42 

無 形 固 定 資 産 263 0.8 451 1.3 188 

投資その他の資産      

投 資 有 価 証 券 700  781  81 

そ の 他 738  1,191  453 

貸 倒 引 当 金 △56  △1  54 

投資その他の資産合計 1,382 4.4 1,971 5.5 588 

固 定 資 産 合 計 6,965 22.2 7,699 21.6 734 

資 産 合 計 31,378 100.0 35,721 100.0 4,343 
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                                        （単位：百万円） 

前連結会計年度末 

（平成15年6月30日現在） 

当連結会計年度末 

（平成16年6月30日現在） 

期  別 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

比較増減(△) 

  ％  ％  

（ 負 債 の 部 ）      

流 動 負 債      

支払手形及び買掛金 8,480  10,301  1,820 

短 期 借 入 金 ―  2,000  2,000 

未 払 法 人 税 等 52  361  308 

そ の 他 2,552  2,211  △340 

流 動 負 債 合 計 11,085 35.3 14,874 41.6 3,788 

固 定 負 債      

退 職 給 付 引 当 金 120  132  12 

役員退職慰労引当金 129  138  9 

ﾘ ｻ ｲ ｸ ﾙ費用引当金 －  75  75 

そ の 他 278  112  △166 

固 定 負 債 合 計 528 1.7 458 1.3 △69 

負 債 合 計 11,613 37.0 15,333 42.9 3,719 

（少数株主持分）      

少 数 株 主 持 分 17 0.1 128 0.4 110 

（ 資 本 の 部 ）      

資 本 金 3,588 11.4 3,588 10.0 － 

資 本 剰 余 金 4,308 13.7 4,308 12.1 － 

利 益 剰 余 金 12,149 38.7 12,696 35.5 547 

その他有価証券評価差額金 36 0.1 59 0.2 22 

為替換算調整勘定 △45 △0.1 △101 △0.3 △55 

自 己 株 式 △290 △0.9 △291 △0.8 0 

資 本 合 計 19,746 62.9 20,260 56.7 513 

負債、少数株主持分及び

資 本 合 計 
31,378 100.0 35,721 100.0 4,343 
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（2）連結損益計算書 

                                         （単位：百万円） 

前連結会計年度 

自 平成 14年 7月 1 日 

至 平成 15年 6月 30 日 

当連結会計年度 

自 平成 15年 7月 1 日 

至 平成 16年 6月 30 日 

         期  別 

 

  科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 

比較増減(△) 

  ％  ％  

売 上 高 65,029 100.0 72,870 100.0 7,841 

売 上 原 価 57,066 87.8 64,431 88.4 7,364 

売 上 総 利 益 7,963 12.2 8,439 11.6 476 

販売費及び一般管理費 6,342 9.7 6,948 9.6 605 

営 業 利 益 1,620 2.5 1,491 2.0 △129 

営 業 外 収 益      

受 取 利 息 11  8  △2 

仕 入 割 引 105  111  5 

持分法による投資利益 －  26  26 

為 替 差 益 －  44  44 

そ の 他 57  69  11 

営 業 外 収 益 合 計 175 0.3 260 0.4 85 

営 業 外 費 用      

支 払 利 息 3  2  △1 

売 上 割 引 90  125  35 

投資事業組合運用損 54  33  △21 

持分法による投資損失 24  －  △24 

為 替 差 損 5  －  △5 

そ の 他 14  23  9 

営 業 外 費 用 合 計 193 0.3 186 0.3 △6 

経 常 利 益 1,602 2.5 1,565 2.1 △37 

特 別 利 益      

貸倒引当金戻入益 110  18  △91 

投資有価証券売却益 21  －  △21 

特 別 利 益 合 計 131 0.2 18 0.0 △112 

特 別 損 失      

固 定 資 産 除 却 損 10  8  △2 

固 定 資 産 売 却 損 0  0  0 

特 許 使 用 許 諾 料 387  －  △387 

会 員 権 評 価 損 1  1  0 

ﾃ ﾞ ﾘ ﾊ ﾞ ﾃｨ ﾌ ﾞ評価損 －  596  596 

特 別 損 失 合 計 399 0.6 607 0.8 207 

税金等調整前当期純利益 1,334 2.1 977 1.3 △357 

法人税、住民税及び事業税 68 0.1 775 1.0 706 

法 人 税 等 調 整 額 62 0.1 △590 △0.8 △652 

少 数 株 主 利 益 9 0.1 42 0.1 33 

当 期 純 利 益 1,195 1.8 749 1.0 △445 
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（3）連結剰余金計算書 

                                       （単位：百万円） 

前連結会計年度 
自 平成 14年 7月 1 日 
至 平成 15年 6月 30 日 

当連結会計年度 
自 平成 15年 7月 1 日 
至 平成 16年 6月 30 日 

 
   科     目 
 

金   額 金   額 
     

（資本剰余金の部）     

資 本 剰 余 金 期 首 残 高  4,308  4,308 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高  4,308  4,308 

     

（利益剰余金の部）     

利 益 剰 余 金 期 首 残 高  11,107  12,149 

利 益 剰 余 金 増 加 高     

当 期 純 利 益 1,195 1,195 749 749 

利 益 剰 余 金 減 少 高     

配 当 金 146  191  

役 員 賞 与 6 153 11 202 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高  12,149  12,696 
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（4）連結キャッシュ・フロー計算書 

                                         （単位：百万円） 

前連結会計年度 

自 平成14年7月  1 日 

至 平成15年6月30日 

当連結会計年度 

自 平成15年 7月  1日 

至 平成16年6月30日 科      目 

金    額 金    額 
   

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,334 977 

減価償却費 425 449 

役員退職慰労引当金増減額(△:減少) △     1 9 

退職給付引当金増加額 56 12 

リサイクル費用引当金増加額 － 75 

貸倒引当金減少額 △    14 △    73 

受取利息及び受取配当金 △     5 △    14 

支払利息 3 2 

為替差損益(△:益) △     4 19 

持分法による投資損益(△:益) 24 △    26 

固定資産除却損 10 8 

会員権評価損 1 1 

投資事業組合運用損益(△:益) 54 33 

保険契約配当金 △     0 △    15 

関係会社株式売却益 △    21 － 

デリバティブ評価損 － 596 

役員賞与の支払額 △     6 △    11 

売上債権の増減額(△:増加) 657 △ 1,866 

たな卸資産の増減額(△:増加) 3,079 △ 2,405 

仕入債務の増減額(△:減少) △ 1,269 1,623 

未払消費税等の増減額(△:減少) 231 △   201 

その他増減額 556 226 

      小  計 5,001 △   577 

利息及び配当金の受取額 15 14 

利息の支払額 △     3 △     3 

法人税等の還付額（△：支払額） 114 △   479 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 5,128 △ 1,046 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形無形固定資産の取得による支出 △   376 △   413 

投資有価証券の取得による支出 △   227 △   120 

投資有価証券の売却による収入 62 － 

投資事業組合からの分配投資による収入 24 19 

保険契約による支出 △     4 △   184 

保険契約解約による収入 6 140 

その他投資による支出 △     6 △     5 

その他投資による収入 16 58 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △   505 △   505 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額(△:減少) △ 1,495 1,995 

配当金の支払額 △   148 △   192 

自己株式の取得による支出 △     1 △     0 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,644 1,801 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △    18 △    69 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） 2,960 180 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,759 5,720 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 － 12 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 5,720 5,913 
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（5）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

  1．連結の範囲に関する事項 

    ・連結子会社の数     3 社（会社名 國際艾歐資訊股 有限公司、艾歐資訊横山（香港）有限公司 

                        I-O & YT Pte. Ltd.） 

29 期中間連結会計期間まで持分法適用会社であった I-O & YT Pte. Ltd は、平成 16年 1月より当社

支配力が増したため、連結子会社としております。なお、平成 15年 12 月 31 日までは持分法を適用し、

平成 16年 1月 1日以後を連結しております。 

 

  2．持分法の適用に関する事項 

    ・持分法適用関連会社の数 2社（会社名 ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ･ﾒﾃﾞｨｱ株式会社、I-O DATA DEVICE USA,INC,） 

 

  3．連結子会社の決算日等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 

  4．会計処理基準に関する事項 

    1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

     ①有証証券 

        その他有価証券 

         時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

         時価のないもの  移動平均法による原価法 

     ②デリバティブ 

        時価法 

     ③たな卸資産 

        商    品    主として移動平均法による原価法 

        製品・仕掛品    総平均法による原価法 

        原  材  料    主として移動平均法による低価法 

 

    2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      有形固定資産 主として定率法を採用しております。 

なお、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

主な資産の耐用年数は下記の通りであります。 

  建物及び構築物  15 ～ 50 年 

      無形固定資産 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しております。 

 

    3）重要な引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

     ②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 
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     ③役員退職慰労引当金 当社役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく要

支給額を計上しております。 

 

     ④リサイクル費用引当金 リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の支出に備えるため、売上台数を

基準として支出見込額を計上しております。 

 

    4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物等為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

 

    5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

    6）重要なヘッジ会計の方法 

     ①ヘッジ会計の方法 

通貨・クーポンスワップ、通貨オプションに係る評価損益は繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、時価がマイナスとなった契約期間が 1年超のヘッジ手段については、評価損を計上しており

ます。 

     ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ＜ヘッジ手段＞                     ＜ヘッジ対象＞ 

通貨・クーポンスワップ、通貨オプション        外貨建予定仕入取引の一部 

     ③ヘッジ方針 

取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに基づき、外貨建取引の為替変動によるリスクの軽

減・相殺を目的として、ヘッジを行うことを原則としております。 

なお、取引の契約先は信用度の高い銀行に限定されており、相手先の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと判断しております。 

 

    7）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

  5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

  6．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 

  7．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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  注 記 事 項 

  （連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度末  当連結会計年度末 

  1．有形固定資産の減価償却累計額 2,626 百万円  2,838 百万円 

 

  2．関係会社に対するものは、次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 246 百万円  169 百万円 

 

 

  （連結損益計算書関係） 

 

  1．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

広告宣伝費 646 百万円  666 百万円 

給料手当・賞与 1,831 百万円  1,869 百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 4 百万円  10 百万円 

荷造運賃 886 百万円  1,085 百万円 

研究開発費 1,109 百万円  1,196 百万円 

 

  2．固定資産除却損の内訳 

有形固定資産その他 6 百万円  8 百万円 

無形固定資産 4 百万円  － 百万円 

計 10 百万円  8 百万円 

 

  3．固定資産売却損の内訳 

有形固定資産その他 0 百万円  0 百万円 

 

  4．一般管理費に含まれる研究開発費 1,109 百万円  1,196 百万円 

 

 

 

  （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

  1．現金及び現金同等物の期末残高は貸借対照表に掲記されている現金及び預金残高と一致しております。 
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  （リース取引関係） 

  1．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

   ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 前連結会計年度  当連結会計年度 

 有形固定資産その他  有形固定資産その他 

 取得価額相当額 46 百万円  46 百万円 

 減価償却累計額相当額 32 百万円  41 百万円 

 期末残高相当額 14 百万円  5 百万円 

 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 
 

   ②未経過リース料期末残高相当額 

 1 年内 9 百万円  4 百万円 

 1 年超 5 百万円  0 百万円 

 合 計 14 百万円  5 百万円 

 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

   ③支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 9 百万円  9 百万円 

 減価償却費相当額 9 百万円  9 百万円 

 

   ④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

  2．オペレーティング・リース取引 

 前連結会計年度  当連結会計年度 

未経過リース料    

  1 年内 24 百万円  18 百万円 

  1 年超 18 百万円  ― 百万円 

  合 計 43 百万円  18 百万円 
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  （有価証券関係） 

 （1）その他有価証券で時価のあるもの                      （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

区   分 
取得原価 

連結貸借対

照表計上額 
差額 取得原価 

連結貸借対

照表計上額 
差額 

(1)株式 259 323 64 369 469 100 

(2)債券 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 
小 計 259 323 64 369 469 100 

(1)株式 8 7 △0 － － － 

(2)債券 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 
小 計 8 7 △0 － － － 

合    計 268 331 63 369 469 100 

（注） 上記のほか、投資その他の資産の「その他」に含まれる投資事業組合が所有する有価証券について、取

得原価と貸借対照表計上額との差額が当連結会計年度△0百万円、前連結会計年度△0百万円あります。 

 

 

 （2）時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額           （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
区   分 

連結貸借対照表計上額 摘  要 連結貸借対照表計上額 摘 要 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 

 

122 

  

142 

 

 

 

  （デリバティブ取引関係） 

  ＜前連結会計年度＞ 

    デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しておりますので、注記を省略しております。 

 

  ＜当連結会計年度＞ 

    デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引種類 契約額等 時価 評価損益 
    
為替予約取引    
  買建    米ドル 869 百万円 2 百万円 2 百万円 
オプション取引（注 1,2）    
  買建    米ドル 14,136 百万円 △679 百万円 △679 百万円 
スワップ取引（注 1,3）     
        米ドル 22,000 百万円 83 百万円 83 百万円 
    

 
  通貨 

合  計 37,005 百万円 △596 百万円 △596 百万円 

     (注)1. ヘッジ会計を適用しているデリバティブのうち評価損を計上したものについて記載して 

         おります。 

       2. オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプション 

         が一体の契約のため一括して記載しております。 

       3. 契約額等には、想定元本を記載しております。 
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  （退職給付関係） 

 

   ①採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。 

 

   ②退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度 

イ．退職給付債務 △330 百万円  △370 百万円 

ロ．年金資産 246 百万円  270 百万円 

ハ．未積立退職給付債務(イ＋ロ) △84 百万円  △100 百万円 

ニ．未認識数理計算上の差異 △35 百万円  △32 百万円 

ホ．退職給付引当金(ハ＋ニ) △120 百万円  △132 百万円 

 

   ③退職給付費用に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度 

イ．勤務費用 56 百万円  45 百万円 

ロ．利息費用 7 百万円  6 百万円 

ハ．期待運用収益 △2 百万円  △2 百万円 

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 12 百万円  △3 百万円 

ホ．退職給付費用 73 百万円  45 百万円 

 

   ④退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度  当連結会計年度 

イ．退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準  同左 

ロ．割引率 2.0 ％  2.0 ％ 

ハ．期待運用収益率 1.0 ％  1.0 ％ 

ニ．数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内

の一定の年数(5年)に

よる定額法により按

分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年

度から費用処理する

こととしています。 

 同左 

 



 18 

  （税効果会計関係） 

  1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前連結会計年度  当連結会計年度 

繰延税金資産（流動）      

 たな卸資産評価損 77 百万円  60 百万円 

 売上値引 57 百万円  95 百万円 

 研究開発費 31 百万円  42 百万円 

 未払事業税 － 百万円  31 百万円 

 繰越欠損金 16 百万円  － 百万円 

 未払費用 167 百万円  233 百万円 

 その他 86 百万円  76 百万円 

  繰延税金資産小計 438 百万円  540 百万円 

  評価性引当額 △10 百万円  △204 百万円 

  繰延税金資産合計 427 百万円  336 百万円 

繰延税金負債（流動）      

 連結仕訳により消去された貸倒引当金 △3 百万円  △4 百万円 

 子会社の留保利益 △62 百万円  △52 百万円 
 その他 △0 百万円  － 百万円 
繰延税金負債合計 △66 百万円  △56 百万円 

繰延税金資産の純額 360 百万円  279 百万円 

      

繰延税金資産（固定）      

 減価償却限度超過額 280 百万円  337 百万円 

 退職給付引当金 48 百万円  53 百万円 

 役員退職慰労引当金 52 百万円  56 百万円 

 会員権評価損 27 百万円  28 百万円 

 デリバティブ評価損 － 百万円  241 百万円 

 その他 40 百万円  78 百万円 

  繰延税金資産小計 448 百万円  794 百万円 

  評価性引当額 △448 百万円  △124 百万円 

  繰延税金資産合計 － 百万円  670 百万円 

繰延税金負債（固定）      

 固定資産圧縮積立金 △144 百万円  △143 百万円 

 その他有価証券評価差額金 △25 百万円  △40 百万円 
 その他 － 百万円  0 百万円 

繰延税金負債合計 △169 百万円  △184 百万円 
繰延税金資産（△:負債）の純額 △169 百万円  486 百万円 

 

  2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、 

    当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 前連結会計年度  当連結会計年度 

法定実効税率 41.7 ％  41.7 ％ 
  （調整）      
 評価性引当額 

 税額控除 

△35.0 

－ 

％ 

％ 
 △13.3 

△10.5 

％ 

％ 
 その他 3.1 ％  1.0 ％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 9.8 ％  18.9 ％ 
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  （セグメント情報） 

  （1）種類別セグメント情報 

当企業グループの事業はコンピュータ周辺機器の製造・販売事業のみであるため、事業の種類別セグ

メント情報は記載しておりません。 

 

  （2）所在地別セグメント情報 

   ＜当連結会計年度＞                              （単位：百万円） 

 日 本 アジア 計 
消去又は 

全  社 
連 結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

  売上高      

  （1）外部顧客に対する売上高 70,147 2,723 72,870  72,870 

  （2）セグメント間の内部売上高 

     又は振替高 
1,268 27,734 29,002 △29,002  

計 71,416 30,457 101,873 △29,002 72,870 

  営業費用 69,606 30,177 99,783 △28,404 71,379 

  営業利益（又は営業損失△） 1,809 280 2,090 △   598 1,491 

Ⅱ．資   産 33,204 3,869 37,074 △ 1,352 35,721 

    （注）1．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

       2．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

          アジア……台湾、香港及びシンガポール 

       3．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

 当連結会計年度（百万円） 主な内容 

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
381 提出会社の管理部門に係る費用 

消去又は全社の項目に含め

た全社資産 
1,237 

提出会社の長期投資資金(投資有価証券

等)及び管理部門に係る資産等 

 

   ＜前連結会計年度＞                              （単位：百万円） 

 日 本 アジア 計 
消去又は 

全  社 
連 結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

  売上高      

  （1）外部顧客に対する売上高 63,392 1,637 65,029 ― 65,029 

  （2）セグメント間の内部売上高 

     又は振替高 
872 15,148 16,020 △16,020 ― 

計 64,264 16,786 81,050 △16,020 65,029 

  営業費用 62,460 16,619 79,079 △15,670 63,409 

  営業利益（又は営業損失△） 1,804 166 1,970 △   350 1,620 

Ⅱ．資   産 29,615 2,256 31,871 △   493 31,378 

    （注）1．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

       2．本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

          アジア……台湾及び香港 

       3．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

 当連結会計年度（百万円） 主な内容 

消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額 
383 提出会社の管理部門に係る費用 

消去又は全社の項目に含め

た全社資産 
1,241 

提出会社の長期投資資金(投資有価証券

等)及び管理部門に係る資産等 
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  （3）海外売上高 

海外売上高は連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

  （関連当事者との取引） 

 

該当事項はありません。 
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 （1 株当たり情報） 

前連結会計年度 
 

 当連結会計年度 
 

 

 1 株当たり純資産額       1,343.24 円 

 1 株当たり当期純利益        80.59 円 

 なお、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 

 当連結会計年度から「1株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成 14年 9月

25 日 企業会計基準第 2号）及び「1株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成 14年 9月 25 日 企業会計基準適用

指針第 4号）を適用しております。 

 なお、当連結会計年度において、従来と同様の方

法によった場合の（1株当たり情報）については、以

下のとおりであります。 

 1 株当たり純資産額       1,343.99 円 

 1 株当たり当期純利益        81.35 円 

 

1 株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 連結損益計算書上の当期純利益 1,195 百万円 

 普通株式に係る当期純利益   1,184 百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

  利益処分による役員賞与金    11 百万円 

 普通株式の期中平均株式数   14,692,932 株 

 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

 旧商法第 210条ノ 2第 2項の規定によるストック

オプション（自己株式譲渡方式） 

 潜在株式数        134 千株 

 決議日     平成 12年 9月 28 日 

 権利行使価格       2,042円 

 行使期間 

     自 平成 14年 10 月 1 日 

     至 平成 17年 9 月 30 日 

 

 

 

 

 

 

 1 株当たり純資産額       1,378.27 円 

 1 株当たり当期純利益        50.27 円 

 なお、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 

 

 

 

           ―  

 

 

 

 

 

 

 

 

1 株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 連結損益計算書上の当期純利益  749 百万円 

 普通株式に係る当期純利益    738 百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

  利益処分による役員賞与金    11 百万円 

 普通株式の期中平均株式数   14,692,003 株 

 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

 旧商法第 210条ノ 2第 2項の規定によるストック

オプション（自己株式譲渡方式） 

 潜在株式数        134 千株 

 決議日     平成 12年 9月 28 日 

 権利行使価格       2,042円 

 行使期間 

     自 平成 14年 10 月 1 日 

     至 平成 17年 9 月 30 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


